
 

 

 

令和７年度 税理士試験 

法人税法 ラストスパート模試 
 

 

 

<答案用紙> 

 

 

 

 

 

 

〔答案用紙ご利用時の注意〕 

1．実際の税理士試験では、この表紙はありません。答案用紙のみが配付されます。 

2．実際の税理士試験の答案用紙はＡ４サイズです。 

3．弊社ホームページでは、答案用紙のダウンロードサービスを行っています。 

ネットスクールホームページ（https://www.net-school.co.jp/）にアクセスしてください。 

4．答案の採点は、模範解答をもとに各自で行ってください。 

 

(禁無断転載) 

第
１
予
想(

答
案
用
紙) 



Ｚ－75－Ｄ ラストスパート模試 第１予想〔第一問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－1－ 

問１ 

⑴（10点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－2 － 

⑴（続き） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－3 － 

⑵0点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－4 － 

⑵（続き）点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－5 － 

⑶ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



Ｚ－75－Ｄ ラストスパート模試 第１予想〔第二問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－6 － 

問１ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

利息費用否認（加算留保）

330,000 円★  

工場建物減価償却超過額（加算

留保）402,500 円★ 

建物附属設備減価償却超過額

（加算留保）402,500 円★ 

１．工場建物 

⑴ 取得価額等 

資産除去債務相当額は、取得価額不算入 ★ 

資産除去債務に係る利息費用は、当期債務未確定、損金不算

入  

⑵ 償却限度額 

60,000,000×0.020×
11

12
＝1,100,000円 

⑶ 償却超過額 

5,000,000－1,100,000＝3,900,000円 

２．建物附属設備 

⑴ 判 定 

少額の減価償却資産の取得価額の判定は、１組ごとに行うた

め、取得価額の損金算入の適用なし ★ 

⑵ 償却限度額 

540,000×0.334×
７

12
＝105,210円 

⑶ 償却超過額 

540,000－105,210＝434,790円 

 

 
  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－7 － 

問２ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

Ａ社貸倒損失認定損（減算留

保）2,400,000 円★ 

Ｂ社株式譲渡損（減算留保）

5,700,000 円★ 

一括貸倒引当金繰入超過額（加

算留保）150,500 円★ 

貸倒引当金繰入超過額認容（減

算留保）206,000 円★ 

 

１．貸倒損失等 

 Ａ社に対する売掛金のうち2,400,000円(3,000,000円×80％)及

びＢ社に対する貸付金のうち（20,000,000円×70％）について

は、再生計画認可の決定により切捨て★られたため、損金算入 

 Ｂ社に対する貸付金のうち6,000,000円（20,000,000円×

30％）については、非適格現物出資として、時価譲渡となり、時

価300,000円と債権金額6,000,000円との差額5,700,000円は譲渡

損として、減算調整 

２．貸倒引当金 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

35,000,000＋145,650,000－2,400,000＋78,000,000 

＝256,250,000円 ★ 

⑵ 貸倒実績率  

7,500,000×
12

36
 

997,100,000÷３
＝0.00752… → 0.0076★ 

（小数点以下４位未満切

上） 

⑶ 実質的に債権とみられない金額  1,300,000円 

⑷ 繰入限度額 

 ① 256,250,000×0.0076＝1,947,500円 

 ② (256,250,000－1,300,000)×
10

1,000
＝2,549,500円  ★ 

 ③ ①＜②  ∴ 2,549,500円 

⑸ 繰入超過額 

 （2,500,000＋200,000）－2,549,500＝150,500円 

⑹ 繰入超過額認容 

  2,500,000－2,294,000＝206,000円  

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－8 － 

問３ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

Ｄ社株式計上もれ（加算留保）

5,100,000 円★ 

受取配当等の益金不算入額（減

算※社外流出）14,124,165 円★ 

法人税額控除所得税額（加算社

外流出）434,946 円★ 

Ｅ社株式前期評価益計上もれ認

容（減算留保）500,000 円★ 

Ｅ社株式評価益計上もれ（加算

留保）1,150,000 円★ 

１．みなし配当 

⑴ みなし配当 

 ① 分配割合 

   
10,000,000÷10％

 1,153,308,000※１－744,350,000※２＝0.2445…→ 0.245

★ 

(小数点以下３位未満切上)

※１ 1,150,000,000＋3,308,000＝1,153,308,000円 

※２ 759,000,000＋50,000,000＋5,150,000＋5,200,000

－75,000,000＝744,350,000円 

  ② みなし配当の額    10,000,000－200,000,000×

0.245×10％＝5,100,000円 

⑵ 会社計上の簿価  10,000,000円 

⑶ 税務上の簿価 

  20,000,000※－20,000,000※×0.245＝15,100,000円 ★ 

  ※ 10,000,000＋10,000,000＝20,000,000円 

 ⑷ 計上もれ ⑶－⑵＝5,100,000円  

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ 配当等の額 

 ① 完全子法人株式等 

  3,979,000÷(１－20.42％)＝5,000,000円 ★ 

 ② 関連法人株式等 

  3,183,200÷(１－20.42％)＝4,000,000円  

③ その他株式等  5,100,000円 

④ 非支配目的株式等 

  169,370÷(１－15.315％)＝200,000円  

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－9 － 

問３（続き） 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

法人税額控除所得税額（加算社外

流出）2,909,850 円★ 

 

⑵ 控除負債利子 

 ① 当期支払負債利子 1,355,696－300,000＝1,055,696円 

★ 

 ② 簡便法 

(イ) 
11,496＋7,308

 523,474＋(486,212＋186,428)
＝0.0157…  

→ 0.015★（小数点以下３位未満切捨） 

(ロ) ①×0.015＝15,835円  

⑶ 益金不算入額5,000,000＋(4,000,000－15,835)＋

5,100,000＋200,000×20％＝14,124,165円 

３．Ｄ社株式評価益 

⑴ 前期評価益計上もれ認容 

8,200,000－7,700,000＝500,000円  

⑵ 当期評価益計上もれ 

8,850,000－7,700,000＝1,150,000円 

４．法人税額控除所得税額 

⑴ 株式・出資 

5,000,000×20.42％＋4,000,000×20.42％＋200,000×

15.315％ 

＝1,868,430円 

⑵ その他 

5,100,000×20.42％＝1,041,420円 ★ 

 ⑶ 合 計 

   ⑴＋⑵＝2,909,850円 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－10 － 

問４ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

未払寄附金否認（加算留保）

2,520,000 円★ 

寄附金の損金不算入額（加算社外

流出）26,400,000 円★ 

移転価格否認（加算社外流出）

26,400,000 円★ 

外国子会社配当等の益金不算入額

（減算※社外流出）3,800,000 円

★ 

外国源泉税等の損金不算入額（加

算社外流出）2,909,850 円★ 

 

１．未払寄附金否認 

  840,000×３＝2,520,000円 

２．寄附金の損金不算入額 

⑴ 支出寄附金（内訳★） 

① 指定寄附金等  840,000×２＝1,680,000円 

② 国外関連者   120,000,000円 

③ 合 計     ①＋②＝121,680,000円 

⑵ 損金不算入額（算式★） 

① 国外関連者 120,000,000円 

② ①以外 

121,680,000－120,000,000-1,680,000＝0 

③ ①＋②＝120,000,000円 

３．移転価格否認（Ｇ社） 

158,400,000－132,000,000＝26,400,000円 

４．外国子会社配当等 

⑴ 配当等の額 

4,000,000円 

⑵ 費用の額 

4,000,000×５％＝200,000円 

⑶ 益金不算入額 

4,000,000－200,000＝3,800,000円 

５．外国源泉税等 

400,000円 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－11 － 

問５ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

交際費等の損金不算入額 

（加算社外流出）13,730,000円★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．交際費等 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費   

160,000－20,000＝140,000円 ★ 

※ 
70,000

14
＝5,000円≦5,000円  ∴ 交際費等に非該

当 ★ 

160,000－20,000

８
＝17,500円＞5,000円  

∴ 接待飲食費に該当  

120,000

30
＝4,000円≦5,000円  ∴ 交際費等に非該

当 ★ 

② ①以外   

21,800,000－70,000－140,000＝21,590,000円 

③ 合 計  ①＋②＝21,730,000円 ★ 

⑵ 損金算入限度額（算式★） 

① 接待飲食費基準額 

⑴①×50％＝40,000円 

② 定額控除限度額 

21,730,000円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円 ∴ 

8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝13,730,000円 

２．非常用食料品の購入費用 

災害時用の非常食は、備蓄することで事業供用★のため損金

算入 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－12 － 

問６ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

法人税等還付金等の益金不算入額

3,179,400 円（減算留保）★ 

所得税額等還付金額の益金不算入

額（減算※社外流出）36,752 円★ 

欠損金の当期控除額（減算※社外

流出）30,646,000 円★ 

１．法人税等還付金等の益金不算入額 

 2,634,200＋271,300＋273,900＝3,179,400円 

２．欠損金の損金算入 

50,000,000－19,354,000＝30,646,000円＜95,000,000＋

89,036,250＋Ｘ  ∴ 30,646,000円 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－13 － 

問７ 

試験研究費の特別控除額 計 算 過 程 

★13,582,000 円 

 

試験研究費の特別控除～中小企業者等※の特別控除を選択す

る。～ 

※ 当社は青色申告法人、かつ、期末資本金１億円以下であ

り、大規模法人に支配されていないため中小企業者等 

⑴ 高水準制度の判定 

試験研究費割合が10％以下のため適用なし★ 

⑵ 中小企業者等制度に係る税額控除割合 

① 当期試験研究費   

37,120,000＋（32,800,000＋5,380,000）＋23,360,000 

＋7,200,000＋23,896,000＝129,756,000円★ 

② 比較試験研究費  

121,056,000円 

③ 増減試験研究費  

 ①－②＝8,700,000円 ★ 

④ 増減試験研究費割合（算式★）   

⑴③

⑴②
＝0.071… 

⑤ 税額控除割合 

⑴③

⑴②
≦9.4％  ∴ 12％ ★ 

⑶ 支出基準額 

129,756,000×12％＝15,570,720 円★ 

⑷ 税額基準額 

54,328,000×25％★＝13,582,000 円 

⑸ 特別控除額 

 ⑶＞⑷  ∴ 13,582,000 円 

 

       



 

 

 

令和７年度 税理士試験 

法人税法 ラストスパート模試 
 

 

 

<答案用紙> 

 

 

 

 

 

 

〔答案用紙ご利用時の注意〕 

1．実際の税理士試験では、この表紙はありません。答案用紙のみが配付されます。 

2．実際の税理士試験の答案用紙はＡ４サイズです。 

3．弊社ホームページでは、答案用紙のダウンロードサービスを行っています。 

ネットスクールホームページ（https://www.net-school.co.jp/）にアクセスしてください。 

4．答案の採点は、模範解答をもとに各自で行ってください。 

 

(禁無断転載) 

第
２
予
想(

答
案
用
紙) 



Ｚ－75－Ｄ ラストスパート模試 第２予想〔第一問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－1－ 

問１   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－2 － 

問１（続き）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－3 － 

問２ 

⑴ 地方公共団体0点） 

（納税義務） 

 

 

 

（課税所得の範囲） 

 

 

 

 

 

⑵ 株式会社0点） 

（納税義務） 

 

 

 

（課税所得の範囲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－4 － 

⑶ 一般社団法人（非営利型法人）0点） 

（納税義務） 

 

 

 

 

（課税所得の範囲） 

 

 

 

 

 

 

 



Ｚ－75－Ｄ ラストスパート模試 第２予想〔第二問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－5 － 

問１ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－6 － 

     

問２ 
 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－7 － 

問３ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－8 － 

問３（続き） 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－9 － 

問４ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－10 － 

問５ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－11 － 

問６ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－12 － 

問７ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－13 － 

問７（続き） 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－14 － 

問８ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－15 － 

問９ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－16 － 

問９（続き） 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  

 



 

 

 

令和７年度 税理士試験 

法人税法 ラストスパート模試 
 

 

 

<答案用紙> 

 

 

 

 

 

 

〔答案用紙ご利用時の注意〕 

1．実際の税理士試験では、この表紙はありません。答案用紙のみが配付されます。 

2．実際の税理士試験の答案用紙はＡ４サイズです。 

3．弊社ホームページでは、答案用紙のダウンロードサービスを行っています。 

ネットスクールホームページ（https://www.net-school.co.jp/）にアクセスしてください。 

4．答案の採点は、模範解答をもとに各自で行ってください。 

 

(禁無断転載) 

第
３
予
想(

答
案
用
紙) 



Ｚ－75－Ｄ ラストスパート模試 第３予想〔第一問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－1 － 

問１ 

設問１ 

・益金の額 

 

 

 

 

 

 

 

 

・損金の額 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－2－ 

設問２ 

⑴ 「Ａ社の当期の損金の額に算入される。」は、（２点） 
 

正しい 正しくない いずれかを○で囲むこと。

理 由 

売 

 

 

 

⑵ 「Ｃ社は修正申告をすべきである。」は、 
 

正しい 正しくない いずれかを○で囲むこと。

理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－3－ 

問２ 

⑴ 役員給与の損金不算入制度について 

① 法人税法上の役員の範囲0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点） 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－4－ 

② 損金不算入とされる場合0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－5－ 

⑵ 使用人給与について 

① 使用人に対する給与が損金算入されない場合0点） 

売 

 

 

 

 

② 使用人に対する賞与が当期において未払いであっても損金算入される場合0 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



Ｚ－75－Ｄ ラストスパート模試 第３予想〔第二問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－6 － 

計算書類原案の当期純利益の額の修正 

                          （単位：円） 

内        容 加 減 調  整  額 

損益計算書原案の当期純利益  ★ 134,094,600  

広告宣伝用資産償却費計上額 － ★ 93,750 

建 物 減 価 償 却 費 修 正 額 － ★ 650 

機 械 減 価 償 却 費 修 正 額 ＋ ★ 764,515 

一 括 貸 倒 引 当 金 修 正 額 ＋ ★ 187,596 

交 際 費 追 加 計 上 額 － ★ 710,000 

    

    

修正後の当期純利益  ★ 134,242,311 

法的な解釈、計算の過程⑴  

                              （単位：円） 

【同族会社の判定に関する事項】 

⑴ Ａグループ 

35,000＋10,000＋5,000＝50,000株   

⑵ Ｂグループ 

25,000＋5,000＝30,000株   

⑶ Ｄ又は乙社グループ 

10,000株   

【租税公課に関する事項】 

１．損金経理住民税 

700,0

Ｆ 

 

 

 

〇 × － － 使 用

人 

★  

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－7 － 

      
法的な解釈、計算の過程⑵ 

                                 （単位：円） 

【繰延資産に関する事項】 

⑴ 償却期間 

６×
７

10
＝4.2年 → ４年（１年未満切捨）★ 

⑵ 償却限度額（償却費計上額） 

4,500,000×
１

４×12
＝93,750円 

 

 

【収用等に関する事項】 

⑴ 譲渡益 

36,000,000－(73,800,000×
600㎡

1,800㎡
＋※０)＝11,400,000円 ★ 

※ 1,140,000－1,400,000＝△260,000 → ０ 

⑵ 特別控除限度額 

50,000,000－8,100,000＝41,900,000円 ★ 

⑶ ⑴＜⑵  ∴ 11,400,000円 

 

【減価償却資産に関する事項その１】 

１．建物 

⑴ 耐用年数 

5,400,000円≦(16,200,000－5,400,000)×50％＝5,400,000円 

∴ (38－８)＋８×20％＝31.6 → 31年 ★ 

⑵ 償却限度額 

16,200,000×0.033×
３

12
＝133,650円 

⑶ 修正額 

133,000円＜133,650円 

133,650－133,000＝650円（償却費加算） 

 
   



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－8 － 

法的な解釈、計算の過程⑶  

                             （単位：円） 

【減価償却資産に関する事項その２】 

２．機械 

⑴ 償却限度額 

2,910,000×0.286＝832,260円≧2,910,000×0.08680＝252,588円 

∴ 832,260×
７

12
＝485,485円 

⑵ 修正額 

1,250,000円＞485,485円 

1,250,000－485,485＝764,515円（償却費減算） 

 

３．特別償却準備金（機械） 

⑴ 積立限度額 

2,910,000×30％＝873,000円 ★ 

⑵ 修正額 

975,000円＞873,000円 

975,000－873,000＝102,000円（剰余金処分積立額減算） 

４．器具備品Ｋ・Ｌ（甲社は中小企業者等かつ常時使用人の数が500人以下のため、

中小企業者等の少額減価償却資産の適用あり） 

⑴ 540,000÷２＝270,000円、150,000円＜300,000円  

⑵ 540,000＋150,000＝690,000円≦3,000,000×
12

12
   ∴ 適正のため調整なし

★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－9 － 

法的な解釈、計算の過程⑷  

                             （単位：円） 

【貸倒引当金に関する事項その１】 

１．Ｍ社支援損 

Ｍ社の支払能力が喪失しているとは認められないことから、貸倒損失として損

金の額に算入できず、反対給付がなく事業関連性の不明確な費用として、寄附金

の額となる。☆ 

２．一括貸倒引当金 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

12,441,000＋350,000＋247,819,500＋10,440,000＋37,500＝271,088,000円 ★

⑵ 貸倒実績率 

(487,500＋321,750＋968,000)×
12

27
 

(244,310,000＋221,350,000＋228,180,000)÷３
＝0.00341… → 0.0035（小数

点以下４位未満切上）★ 

⑶ 実質的に債権とみられないものの額 

① 原則法 

 (ｲ) Ｏ 社 

9,500,000円＜12,500,000円  ∴ 9,500,000円 

 (ロ) Ｐ 社 

3,750,000＋37,500＝3,787,500円＜4,500,000円  ∴ 3,787,500円 

   (ﾊ) 合 計 

   9,500,000＋3,787,500＝13,287,500円 ★ 

② 簡便法 

271,088,000×0.056★（小数点以下３位未満切捨）＝15,180,928円 

③ 13,287,500円＜15,180,928円  ∴ 13,287,50円 

⑷ 繰入限度額 

① 271,088,0000×0.0035＝948,808円 

② (271,088,000－13,287,500)×
８

1,000
★＝2,062,404円 

③ ①＜②  ∴ 2,062,404円 

⑸ 修正額 

  2,250,000円＞2,062,404円 

2,250,000－2,062,404＝187,596円 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－10 － 

法的な解釈、計算の過程⑸   

                             （単位：円） 

【貸倒引当金に関する事項その２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－11 － 

  
法的な解釈、計算の過程⑹ 

                                 （単位：円） 

【営業経費に関する事項その１】 

１．交際費等の損金不算入額 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費   

710,000＋2,400,000＝3,110,000円 ★ 

② ①以外   

12,736,000 － 384,000 － 256,000 － 320,000 － 2,400,000 ＋ 8,960,000 ＋

11,200,000＝29,536,000円 ★ 

③ 合 計  ①＋②＝32,646,000円 

⑵ 損金算入限度額（算式★） 

① 接待飲食費基準額 

⑴①×50％＝1,555,000円 

② 定額控除限度額 

32,646,000円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額（算式★） 

⑴－⑵＝24,646,000円 

２．未払寄附金否認 

3,200,000－1,920,000＝1,280,000円 

３．寄附金の損金不算入額 

⑴ 支出寄附金（内訳★） 

① 指定寄附金等 

32,000,000円 

② 特定公益増進法人等 

4,800,000＋1,920,000＋8,000,000＝14,720,000円 

③ 一般寄附金 

2,000,000＋320,000＋4,400,000＝6,720,000円 

④ 国外関連者 

32,000,000円 

⑤ 合  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－12 － 

法的な解釈、計算の過程⑺  

                              （単位：円） 

【営業経費に関する事項その２】 

⑵ 損金算入限度額 

① 一般寄附金の損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

25,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝62,500円 ★ 

(ロ) 所得基準額 

(185,820,311＋85,440,000)×
2.5

100
＝6,781,507円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

４
＝1,711,001円 

② 特別損金算入限度額（算式★） 

(イ) 資本基準額 

25,000,000×
12

12
×

3.75

1,000
＝93,750円 

(ロ) 所得基準額 

(185,820,311＋85,440,000)×
6.25

100
＝16,953,769円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

２
＝8,523,759円 

 

 

⑶ 損金不算入額（算式★） 

① 国外関連者に対するもの 

32,000,000円 

② ①以外 

85,440,000 － 32,000,000 － 32,000,000 － ※ 8,523,759 － 1,711,001 ＝

11,205,240円 

※ 14,720,000円＞8,523,759円  ∴ 8,523,759円 

③ ①＋②＝43,205,240円 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－13 － 

所得金額の計算 

                                 （単位：円） 

 内     容 金   額 所得金額に関する計算又は検討過程

 当期純利益 134,242,311
※ 前項までに指定された事項以

外の事項に限る。 

加 

 

 

 

算 

  

 

 加 算 小 計 92,331,000  

減 

 

 

 

算 

納税充当金支出事業税等 

収用等の所得の特別控除額 

機械特別償却準備金認定損 

貸倒引当金繰入超過額認容 

交際費預り金否認額認容 

賞 与 引 当 金 否 認 額 認 容 

★

11,030,000

★

11,400,000

★

975,000

★

 

 減 算 小 計 40,753,000  

 仮     計 185,820,311  

 
   

 

 所 得 金 額 229,025,551  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－14 － 

法人税額の計算 

                                 （単位：円） 

内     容 金   額 法人税額の計算又は検討過程 

所 得 金 額 229,025,000 （千円未満切捨） 

法 人 税 額 52,477,800 
【法人税額の計算】 

 期末資本金の額が１億円以下であ

り、大法人による完全支配関係がない

ため、軽減税率の適用あり。★ 

8,000,000×
12

12
×15％＋(229,025,000

－8,000,000×
12

12
)×23.2％ 

＝52,477,800円 

 

特 別 控 除 額  

差 引 法 人 税 額 52,477,800 

留 保 金 に 対 す る 税 額  

法 人 税 額 計   52,477,800 

控 除 税 額  

差引所得に対する法人税額 52,477,800 （百円未満切捨） 

中間申告分の法人税額 
★  

35,000 

 

 

 

 差 引 確 定 法 人 税 額 
完了★ 

17, 

【留保金に対する税額の計算】 

期末資本金の額１億円以下であり、大法人による完全支配関係がないため、特定同

族会社に該当せず、留保金課税の適用なし★ 
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